
①　第1604号　（毎月20日発行） 平成28年4月20日

■第129回通常議員総会を開催

　 ・ 平成28年度主要事業のポイントと予算

■日本商工会議所の動き/商工会議所の動き（3月）

■第57回会頭杯野球大会出場チーム募集/

　常議員会

■相談所だより

　経営安定特別相談室のご案内/記帳指導希望者募集

■経営セーフティ共済のご案内

■リレー随想（その191）

■会員探訪
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■会議所インフォメーション

　貸会場案内/役員議員紹介『素顔』

■生命共済、退職金共済、PL保険制度のご案内
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共済キャンペーン実施中！
期間：4月15日（金）～6月30日（木）

第57回会頭杯野球大会参加チーム募集
詳細⑤面掲載

かいぎしょNEWS新年号企画で当所役員・議員の選んだ日立市内の好きな場所

（その①）：かみね公園からの眺望

職員とアクサ生命社員がご訪問させていただきます。

No.1604

2016



③　第1604号　（毎月20日発行） 平成28年4月20日 第1604号　（毎月20日発行） 平成28年4月20日　②

628,300千円628,300千円628,300千円

平成28年度収支予算総括表 平成28年度収入総予算額 平成28年度支出総予算額

一般会計
179,200
29%

会費
74,700
12% 負担金

4,200
1%

事業収入
89,500
13.9%

中小企業
相談所
特別会計
83,600
13%法定台帳関係費

特別会計
5,500 1%

特定退職金共済
特別会計
360,000
57%

共済掛金・
給付金受入
351,000
56%

交付金
66,200
10%

雑収入
1,000
0.1%

繰入金
18,500
3%繰越金

23,200
4%

事業費
44,700
7%

その他
3,020
1%

給与費・
福利厚生費
140,450
22%

旅費・
事務
渉外費
20,530
3%

公課分担金
9,800
2%

繰入金
33,500
5%

共済事業給付金
351,000
56%

会館管理・
情報運営費
25,300
4%

※単位：千円 ※単位：千円 ※単位：千円

《主な取組み》

◆商　業　部　会： 地域イベント支援、関係機関との連携強化、若手経営者等育成

 支援事業の実施

◆工　業　部　会： 受発注機会の拡大支援、ものづくり経営・技術革新支援、人材育成支援

◆建 設 業 部 会： 経営強化支援事業（関連セミナー、視察研修等）の実施

◆金融財務業部会： 財務・経営支援、部会員間の情報交換・交流事業の推進

◆観光環衛業部会： イベント支援、食による賑わい創出事業の実施、関係機関との連携強化

◆交通運輸業部会： 業界イメージアップ研究、高校生インターンシップ事業の実施

◆文化産業部会： 部会員情報提供・交流事業（マイビジネス紹介事業、視察研修等）の実施

◇運 営 委 員 会： 組織財政基盤強化に関する研究

◇会員サービス委員会：会員福利厚生向上支援、会員親睦事業の実施、各種検定事業の推進

◇産業振興対策委員会：ものづくりを伝承する地域を目指した取組策の研究

◇情報化委員会：地域メディアと連携した魅力ある情報発信の研究

◇観 光 委 員 会： 観光関連事業の実施・協力、関係団体との連携強化

《主な取組み》

（1）提言要望活動の強化

（2）関係機関との連携強化

《主な取組み》

（1）中小企業相談所機能の強化

（2）公的融資制度のＰＲ・利用促進

新たな時代に  新たな発想を新たな時代に  新たな発想を新たな時代に  新たな発想を
平成28年度  主要事業のポイントと予算

平成28年度スローガン

１．中小・小規模事業者の経営支援

２．部会・委員会活動の活発化

３．運営基盤の強化

３
つ
の
重
点
事
項

（3）経営安定相談事業の強化

（4）経営発達支援事業の実施

（3）女性会、青年部活動支援

（4）財政強化策の検討策定

新年度の事業と予算を承認

第129回 通常議員総会を開催第129回 通常議員総会を開催

会
頭
挨
拶
の
概
要

　総
会
は
、
当
所
秋
山
会
頭
が

挨
拶
（
別
記
）。
続
い
て
、
小
川

春
樹
日
立
市
長
、
青
木
俊
一
日

立
市
議
会
副
議
長
か
ら
の
挨
拶

の
後
、
議
事
に
入
り
ま
し
た
。

　審
議
で
は
、
平
成
28
年
度
事

業
計
画（
案
）、
平
成
28
年
度
一

般
会
計
収
支
予
算（
案
）と
中
小

企
業
相
談
所
、
法
定
台
帳
関
係

費
、
特
定
退
職
金
共
済
、
退
職

給
与
積
立
金
の
４
つ
の
特
別
会

計
の
収
支
予
算
（
案
）、
平
成
28

年
度
借
入
限
度
額（
案
）決
定
の

件
を
順
次
審
議
し
原
案
通
り
承

認
し
ま
し
た
。
続
い
て
常
議
員

補
欠
選
任
の
件
に
つ
い
て
審
議

し
、
商
業
部
会
の
須
田
真
紳
氏

（
株
式
会
社
須
田
酒
店
）を
新
た

に
常
議
員
に
選
任
し
ま
し
た
。

　新
年
度
は
、「
新
た
な
時
代

に 

新
た
な
発
想
を
」の
ス
ロ
ー

ガ
ン
の
も
と
に
、
中
小
・
小
規

模
事
業
者
の
経
営
支
援
、
部
会
・

委
員
会
活
動
の
活
発
化
、
運
営

基
盤
の
強
化
を
重
点
活
動
方
針

と
し
て
事
業
を
展
開
し
ま
す
。

こ
れ
ら
の
事
業
執
行
に
伴
う
予

算
は
、
６
億
２
千
８
百
万
円
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　桜
の
時
期
を
迎
え
華
や
い
で

ま
い
り
ま
し
た
が
、
景
気
の
動

向
に
つ
き
ま
し
て
は
、
全
体
的

に
は
緩
や
か
に
回
復
し
て
い
る

と
見
ら
れ
て
い
る
一
方
、
為
替

や
株
式
市
場
の
混
乱
な
ど
で
、

個
人
消
費
や
設
備
投
資
、
輸
出

が
停
滞
し
て
お
り
、
先
行
き
に

対
し
慎
重
な
見
方
も
な
さ
れ
て

お
り
ま
す
。

　私
ど
も
企
業
を
取
り
巻
く
経

営
環
境
は
、
円
高
や
株
安
に
伴

う
マ
イ
ナ
ス
金
利
の
導
入
や
、

中
国
経
済
や
原
油
価
格
の
動
向

な
ど
益
々
変
化
し
て
お
り
ま
す
。

　当
地
域
に
お
き
ま
し
て
は
、

人
口
減
少
や
高
齢
化
問
題
を
は

じ
め
経
済
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
な

ど
に
よ
る
競
争
が
激
化
し
、
受

注
や
雇
用
に
対
す
る
先
行
き
の

不
透
明
感
が
拭
え
ず
に
、
生
産

や
消
費
が
低
迷
す
る
な
ど
厳
し

い
状
況
が
な
お
続
い
て
お
り
ま

す
。　こ

う
し
た
な
か
、
平
成
28
年

度
は
、
会
員
事
業
所
の
経
営
安

定
と
持
続
的
発
展
へ
の
支
援
や
、

部
会
や
委
員
会
事
業
を
通
じ
ま

し
て
、
地
域
商
工
業
の
改
善
発

展
、
経
済
の
活
性
化
に
取
り
組

ん
で
ま
い
り
た
い
と
考
え
て
お

り
ま
す
。

　な
か
で
も
、
会
員
事
業
所
に

お
け
る
金
融
や
税
務
な
ど
経
営

の
基
礎
的
な
部
分
へ
の
支
援
を

は
じ
め
、
経
営
革
新
や
新
し
い

分
野
へ
の
進
出
、
さ
ら
に
は
中

小
・
小
規
模
事
業
者
の
事
業
計

画
策
定
な
ど
積
極
的
な
事
業
展

開
を
支
援
し
て
ま
い
り
ま
す
。

　ま
た
、
運
営
基
盤
の
強
化
に

向
け
ま
し
て
は
、
各
方
面
へ
の

要
望
活
動
や
意
見
交
換
を
活
発

に
行
う
と
と
も
に
、
日
立
市
と

の
連
携
を
各
方
面
に
拡
大
、
強

化
し
、
地
域
の
消
費
需
要
の
喚

起
や
、
企
業
の
販
路
の
確
保
・

開
拓
に
む
け
た
意
欲
的
な
取
り

組
み
を
支
援
し
て
ま
い
り
た
い

と
思
い
ま
す
。

　経
済
、
社
会
と
も
に
激
し
く

変
化
し
て
ま
す
が
、
こ
う
し
た

変
化
に
臆
す
る
こ
と
な
く
、
変

化
を
見
極
め
、
自
ら
行
動
し
経

営
の
再
構
築
を
図
っ
て
い
く
こ

と
が
、
今
ま
さ
に
必
要
で
は
な

い
か
と
感
じ
て
お
り
ま
す
。

　多
く
の
課
題
を
抱
え
て
の
新

年
度
と
な
り
ま
す
が
、
皆
様
方

と
の
連
携
を
さ
ら
に
強
化
し
、

こ
の
難
局
を
乗
り
切
っ
て
ま
い

り
た
い
と
思
い
ま
す
の
で
、
一

層
の
ご
支
援
ご
協
力
を
お
願
い

申
し
あ
げ
ま
す
。

新年度の事業と予算を審議する役員・議員

新
た
な
時
代
に

　
　新
た
な
発
想
を

新
た
な
時
代
に

　
　新
た
な
発
想
を

　3月24日、当所で秋山会頭はじめ役員・議員94人
（内委任状出席者46人）が出席して、新年度の事業と
予算を決める通常議員総会を開催しました。
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援
を

は
じ
め
、
経
営
革
新
や
新
し
い

分
野
へ
の
進
出
、
さ
ら
に
は
中

小
・
小
規
模
事
業
者
の
事
業
計

画
策
定
な
ど
積
極
的
な
事
業
展

開
を
支
援
し
て
ま
い
り
ま
す
。

　ま
た
、
運
営
基
盤
の
強
化
に

向
け
ま
し
て
は
、
各
方
面
へ
の

要
望
活
動
や
意
見
交
換
を
活
発

に
行
う
と
と
も
に
、
日
立
市
と

の
連
携
を
各
方
面
に
拡
大
、
強

化
し
、
地
域
の
消
費
需
要
の
喚

起
や
、
企
業
の
販
路
の
確
保
・

開
拓
に
む
け
た
意
欲
的
な
取
り

組
み
を
支
援
し
て
ま
い
り
た
い

と
思
い
ま
す
。

　経
済
、
社
会
と
も
に
激
し
く

変
化
し
て
ま
す
が
、
こ
う
し
た

変
化
に
臆
す
る
こ
と
な
く
、
変

化
を
見
極
め
、
自
ら
行
動
し
経

営
の
再
構
築
を
図
っ
て
い
く
こ

と
が
、
今
ま
さ
に
必
要
で
は
な

い
か
と
感
じ
て
お
り
ま
す
。

　多
く
の
課
題
を
抱
え
て
の
新

年
度
と
な
り
ま
す
が
、
皆
様
方

と
の
連
携
を
さ
ら
に
強
化
し
、

こ
の
難
局
を
乗
り
切
っ
て
ま
い

り
た
い
と
思
い
ま
す
の
で
、
一

層
の
ご
支
援
ご
協
力
を
お
願
い

申
し
あ
げ
ま
す
。

新年度の事業と予算を審議する役員・議員

新
た
な
時
代
に

　
　新
た
な
発
想
を

新
た
な
時
代
に

　
　新
た
な
発
想
を

　3月24日、当所で秋山会頭はじめ役員・議員94人
（内委任状出席者46人）が出席して、新年度の事業と
予算を決める通常議員総会を開催しました。
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日本商工会議所の動き

3月1日 確定申告無料相談
 ～15日
3月1日 金融財務業部会役員・運営委員会議
 文化産業部会正副部会長運営委員合同会議
 産業振興対策委員会
3月2日 工業部会ものづくり経営革新セミナー
 建設業部会議員協議会
3月3日 正副会頭会議
3月4日　ひたちものづくり協議会幹事会
3月8日 観光環衛業部会議員研修
3月10日 常議員会
 監事会
 専門相談会
3月11日 法律無料相談会
3月13日 第87回電卓検定試験
3月17日 建設業部会安全セミナー
3月20日 青年部第4回常陸ノ国グルメフェス
3月24日 第129回通常議員総会
3月25日　日立さくらまつり花見茶屋出店者説明会
3月28日　ひたちものづくり協議会・工業部会合同視察
3月29日　日立さくらまつりボランティアガイド説明会
3月30日 観光環衛業部会議員協議会

日立商工会議所の動き3月3月3月

　日本商工会議所は1月31日～ 2月６日、三村明夫

会頭を団長とする「訪タイ・マレーシア経済ミッシ

ョン」を派遣した。ミッションには、総勢79人が参

加。タイのプラユット・ジャンオーチャー首相、マレ

ーシアのナジブ・ラザク首相との会談や現地経済界

との懇談会などを開催。両国との良好な経済関係の

構築、進出日系企業のビジネス環境や投資環境の改

善などについて意見交換を行った。

　三村会頭は、プラユット首相との懇談で、「タイは

日本とともにグローバル・バリュー・チェーンの中

核を担っていく」とタイの将来性に対する期待を表明した。また、ナジブ首相

との懇談では、マレーシアとシンガポールを結ぶ高速鉄道計画について、安

全性、信頼性、ライフサイクルコストなどに優れた日本の新幹線方式の採用

を求めた。

　日本商工会議所は2月18日、政府が策定す
る「新観光ビジョン」に向け、インバウンドと
国内旅行を車の両輪に「国民観光運動」を展
開することなどを盛り込んだ「今後の観光振
興策に関する意見～『新たな観光ビジョン』
策定への期待～」を取りまとめた。須田寛日
商観光委員会共同委員長は同日、杉田和博内
閣官房副長官と田村明比古観光庁長官を訪
問し、意見書を直接手交した。

意見書を手交する須田共同委員長（左）と杉田内閣官房副長官

「国民観光運動」展開へ

今後の観光振興策に関する意見

訪タイ・マレーシア経済ミッション

協力関係強化に成果  両国首相と懇談

日立労働基準監督署長　山崎宏氏を講師に迎え、建設業労
働災害防止策の徹底について聴く。

建設業部会安全セミナー（3.17）

日立さくらまつりプレイベントとして開催し、市内外から40
店舗が出店、10,000人の人出で賑わいました。

青年部常陸ノ国グルメフェス（3.20）

前回大会の様子

第57回日立商工会議所会頭杯野球大会参加チーム募集
　６月５日から開催する第57回日立商工会議所会頭杯野球大会の出場チームを募集いたします。
〇開催期間
　６月５日（日）～７月24日（日）
〇参加資格   
　　公務員、学生を除き現に日立商工会議所の会員事業所に勤務してい
　る者で編成され、次のいずれかに該当するチーム。
　(1)チーム編成
　　①会員事業所単独チーム、工場内または部門別チーム。
　　②同業者等会員組合チーム。
　　③４社までの会員事業所の混成チーム。
　　※前項①②については登録選手の70％以上が同一の事業所又は組合
　　　に所属していなければならない。
　(2)チーム名
　　①参加チーム名は日立商工会議所登録会員事業所名とする。
　　②同一事業所において複数のチームが参加する場合は会員登録事業
　　　名と共に工場名または部門名を表記する。
　　③混成チームは複数の会員事業所名を併記する。　　　　　　　　
　(3)選手
　　①登録選手は会員事業所に所属していなければならない。
　　②Ａクラス登録選手は３名までとする。
　　③日本野球連盟登録選手の出場は認めない。
　　④大会に出場する選手数は監督を含め20名以内とする。
　　⑤１選手が複数のチームに登録する重複登録は一切認めない。
　　⑥選手が複数の会員事業所に勤務している場合は、主に勤務している会員事業所の所属とする。尚、大会
　　　期間中のみ選手を臨時に雇用し、当該チームの選手として登録することはできない。
　　⑦チーム編成、チーム名、登録選手の参加資格の認定は５月18日（水）に開催される各
　　　チームが選出した実行委員による実行委員会において協議決定する。
〇申込期間　４月１日（金）～５月13日（金）
〇参 加 費　13,000円（消費税・スポーツ保険含む）
〇組 合 せ　組合せ抽選は、５月18日（水）に開催される実行委員会当日の受付順に行う。
〇申 込 先　会員サービス課　先着20チーム窓口持参（電話、FAX、郵送での申込は不可）

握手するプラット首相
（右）と三村会頭

あいさつするナジブ首相
（左）と三村会頭

新入会員紹介新入会員紹介

ダルサナヨガ（ヨガスタジオ）

　　　　　　　幸町1－14－5AKKビル4F－A

株式会社三井セキュリティ（警備業）

　　西成沢町2－20－1　日立地区産業支援センター

　　 マイクロクリエイションオフィス201

合同会社アースウインド環境企画（塵芥収集業）

　　　　　　　　　　　諏訪町5－22－15

アイプロ（保険代理店）　森山町3－3－18－102

株式会社幸建（解体工事業）　諏訪町1－5－12

総務課　畠山　徳之

　3月10日、当所で常議員会を開催しました。協議では2月の新入会員（別

記）を承認。続いて3月24日開催の第129回通常議員総会（関連記事②③面

掲載）に付議する平成28年度事業計画（案）、一般会計と特別会計（中小企

業相談所、法定台帳関係費、特定退職金共済、退職給与積立金）収支予算

（案）、平成28年度借入限度額（案）の件及び常議員補欠選任の件を協議し、

すべて承認しました。

　次に当所経営安定特別相談室で企業の倒産を未然に防ぐ方策について

アドバイスを行なう商工調停士の委嘱についても承認しました。

　報告事項では、秋山会頭から川﨑理事退任について、産業振興対策委

員会武士委員長から商店街視察研修についてそれぞれ説明がありました。

4月1日に入所しました。

よろしくお願いします。

新 入 職 員 紹 介

第129回通常議員総会に付議する議案を承認
3月の常議員会
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日本商工会議所の動き

3月1日 確定申告無料相談
 ～15日
3月1日 金融財務業部会役員・運営委員会議
 文化産業部会正副部会長運営委員合同会議
 産業振興対策委員会
3月2日 工業部会ものづくり経営革新セミナー
 建設業部会議員協議会
3月3日 正副会頭会議
3月4日　ひたちものづくり協議会幹事会
3月8日 観光環衛業部会議員研修
3月10日 常議員会
 監事会
 専門相談会
3月11日 法律無料相談会
3月13日 第87回電卓検定試験
3月17日 建設業部会安全セミナー
3月20日 青年部第4回常陸ノ国グルメフェス
3月24日 第129回通常議員総会
3月25日　日立さくらまつり花見茶屋出店者説明会
3月28日　ひたちものづくり協議会・工業部会合同視察
3月29日　日立さくらまつりボランティアガイド説明会
3月30日 観光環衛業部会議員協議会

日立商工会議所の動き3月3月3月

　日本商工会議所は1月31日～ 2月６日、三村明夫

会頭を団長とする「訪タイ・マレーシア経済ミッシ

ョン」を派遣した。ミッションには、総勢79人が参

加。タイのプラユット・ジャンオーチャー首相、マレ

ーシアのナジブ・ラザク首相との会談や現地経済界

との懇談会などを開催。両国との良好な経済関係の

構築、進出日系企業のビジネス環境や投資環境の改

善などについて意見交換を行った。

　三村会頭は、プラユット首相との懇談で、「タイは

日本とともにグローバル・バリュー・チェーンの中

核を担っていく」とタイの将来性に対する期待を表明した。また、ナジブ首相

との懇談では、マレーシアとシンガポールを結ぶ高速鉄道計画について、安

全性、信頼性、ライフサイクルコストなどに優れた日本の新幹線方式の採用

を求めた。

　日本商工会議所は2月18日、政府が策定す
る「新観光ビジョン」に向け、インバウンドと
国内旅行を車の両輪に「国民観光運動」を展
開することなどを盛り込んだ「今後の観光振
興策に関する意見～『新たな観光ビジョン』
策定への期待～」を取りまとめた。須田寛日
商観光委員会共同委員長は同日、杉田和博内
閣官房副長官と田村明比古観光庁長官を訪
問し、意見書を直接手交した。

意見書を手交する須田共同委員長（左）と杉田内閣官房副長官

「国民観光運動」展開へ

今後の観光振興策に関する意見

訪タイ・マレーシア経済ミッション

協力関係強化に成果  両国首相と懇談

日立労働基準監督署長　山崎宏氏を講師に迎え、建設業労
働災害防止策の徹底について聴く。

建設業部会安全セミナー（3.17）

日立さくらまつりプレイベントとして開催し、市内外から40
店舗が出店、10,000人の人出で賑わいました。

青年部常陸ノ国グルメフェス（3.20）

前回大会の様子

第57回日立商工会議所会頭杯野球大会参加チーム募集
　６月５日から開催する第57回日立商工会議所会頭杯野球大会の出場チームを募集いたします。
〇開催期間
　６月５日（日）～７月24日（日）
〇参加資格   
　　公務員、学生を除き現に日立商工会議所の会員事業所に勤務してい
　る者で編成され、次のいずれかに該当するチーム。
　(1)チーム編成
　　①会員事業所単独チーム、工場内または部門別チーム。
　　②同業者等会員組合チーム。
　　③４社までの会員事業所の混成チーム。
　　※前項①②については登録選手の70％以上が同一の事業所又は組合
　　　に所属していなければならない。
　(2)チーム名
　　①参加チーム名は日立商工会議所登録会員事業所名とする。
　　②同一事業所において複数のチームが参加する場合は会員登録事業
　　　名と共に工場名または部門名を表記する。
　　③混成チームは複数の会員事業所名を併記する。　　　　　　　　
　(3)選手
　　①登録選手は会員事業所に所属していなければならない。
　　②Ａクラス登録選手は３名までとする。
　　③日本野球連盟登録選手の出場は認めない。
　　④大会に出場する選手数は監督を含め20名以内とする。
　　⑤１選手が複数のチームに登録する重複登録は一切認めない。
　　⑥選手が複数の会員事業所に勤務している場合は、主に勤務している会員事業所の所属とする。尚、大会
　　　期間中のみ選手を臨時に雇用し、当該チームの選手として登録することはできない。
　　⑦チーム編成、チーム名、登録選手の参加資格の認定は５月18日（水）に開催される各
　　　チームが選出した実行委員による実行委員会において協議決定する。
〇申込期間　４月１日（金）～５月13日（金）
〇参 加 費　13,000円（消費税・スポーツ保険含む）
〇組 合 せ　組合せ抽選は、５月18日（水）に開催される実行委員会当日の受付順に行う。
〇申 込 先　会員サービス課　先着20チーム窓口持参（電話、FAX、郵送での申込は不可）

握手するプラット首相
（右）と三村会頭

あいさつするナジブ首相
（左）と三村会頭
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総務課　畠山　徳之

　3月10日、当所で常議員会を開催しました。協議では2月の新入会員（別

記）を承認。続いて3月24日開催の第129回通常議員総会（関連記事②③面

掲載）に付議する平成28年度事業計画（案）、一般会計と特別会計（中小企

業相談所、法定台帳関係費、特定退職金共済、退職給与積立金）収支予算

（案）、平成28年度借入限度額（案）の件及び常議員補欠選任の件を協議し、

すべて承認しました。

　次に当所経営安定特別相談室で企業の倒産を未然に防ぐ方策について

アドバイスを行なう商工調停士の委嘱についても承認しました。

　報告事項では、秋山会頭から川﨑理事退任について、産業振興対策委

員会武士委員長から商店街視察研修についてそれぞれ説明がありました。

4月1日に入所しました。

よろしくお願いします。

新 入 職 員 紹 介

第129回通常議員総会に付議する議案を承認
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お宅の屋根は
大丈夫ですか？
※平成１６年以前に製造された屋根材（カラーベスト）には
　アスベストが含まれております。
　　　　（ご心配な方は当店にご相談ください！）

自治・振興金融融資制度自治・振興金融融資制度
【自治金融】
○限　度　額　1,000万円
○期　　　間　運転7年　設備7年
○保　証　人　個人事業主は原則不要。
　　　　　　　法人の場合は代表者。
　　　　　　　※特別な事情がある場合は、その他に
　　　　　　　　連帯保証人が必要になります。
○担　　　保　原則不要
　利率1.05％（平成28年4月1日現在）
【振興金融】
○限　度　額　2,000万円
○期　　　間　運転7年　設備7年
○保　証　人　個人事業主は原則不要。
　　　　　　　法人の場合は代表者。
　　　　　　　※特別な事情がある場合は、その他に
　　　　　　　　連帯保証人が必要になります。
○担　　　保　必要に応じて徴求
　利率1.15％（平成28年4月1日現在）
※どちらも年利1.0％の利子補給が受けられます。お申込み・
　お問合せはお近くの金融機関または当所経営支援課まで

　事業経営が不振に陥った時は、「早期に適切な手を打つ」ことが重要なポイントです。受注・販
売不振、手形の決済などで事業経営の先行きに不安が生じたらできるだけお早めに『経営安定特
別相談室』にご相談ください。

○経営安定特別相談室とは…
　経営不振に陥った事業所から相談を受け、再建
の見込みがある企業については関係機関との協
力により再建の方策を講じるなど倒産を未然に
防止することを目的に設置されているのが「経営
安定特別相談室」です。相談室では商工調停士等
の専門家が相談に応じます。

○商工調停士とは…
　中小企業の倒産に関わる諸問題について解決
に向けての相談・アドバイスを行ないます。商工
調停士は、当所会頭から委嘱されています。

○お申込みにあたって…
　経営不振に陥った経緯などをお聞かせいただ
くとともに相談アドバイスに必要な資料の提出
をお願いしています。

相談無料・秘密厳守　お申込およびお問合せは経営支援課まで。相談無料・秘密厳守　お申込およびお問合せは経営支援課まで。

困った時には早めの相談！

相 談 の 手 順

相 談 申 込

相談内容の検討

・経営、財務内容の把握と分析

・倒産防止の方策の検討

調 停
債権者等関係者
への協力要請

・金融斡旋

・手形処理指導

・事業転換指導

・円滑な整理方法の検討

・法的手続き等の指導、助言

経営 安 定特別相談室

小規模事業者経営改善資金融資制度（マル経）小規模事業者経営改善資金融資制度（マル経）
【マル経制度】
○限　度　額　2,000万円
　　　　　　　※1,500万円超は事業計画書添付
○期　　　間　運転7年　設備10年
○保証・担保　原則不要
　利率1.30％（平成28年4月13日現在）

【マル経をご利用頂ける方】
○日立市内（十王町地域を除く）で1年以上継続して同一
事業を営んでおり、税務申告をしている方

○当所の経営指導を原則として６ヶ月以上受けている方
○従業員20名以下（商業・サービス業は5人以下）の小規
模事業者の方

○所得税（法人税）、事業税、住民税を完納している方

※年利1.10％の利子補給が受けられます。
　お申込み・お問合せは当所経営支援課まで

 ■ ■ ■  問合せ　経営支援課  ■ ■ ■ 

　当所では、小規模事業者を対象に日計表のつけ方や、従業員の源泉徴収の方法などのお手伝
いをしています。
　この事業は、担当者が事業所の都合に合わせて訪問し、経営者（またはご家族）が記帳や経
理について理解し、ご自身で記帳が出来るように行っているものです。
【申し込み対象】
●従業員数が20名以下（卸・小売・サービス業は５人以下）の個人事業所
●税理士の関与を受けていない事業所

記帳指導を希望する事業所を募集します記帳指導を希望する事業所を募集します記帳指導を希望する事業所を募集します 期間は原則３年間

　経営セーフティ共済は、取引先の突然の倒産が原因で、経

営悪化の危機に直面してしまったときに資金を借入れるこ

とができる制度で、中小企業を守るために国がつくった共

済制度です。無担保・無保証人で、積み立てた掛金の10倍の

範囲内（最高8,000万円）で被害額相当の共済金が借入れ可

能で、毎月の掛金も税法上、法人の場合：損金に、個人の場

合：必要経費に算入できるため、節税効果があることも特徴

の一つです。加入後、掛金納付月数が12ヵ月未満の場合は

掛け捨てとなりますが、以降は掛け捨てとはならず、任意解

約で40ヵ月以上の掛金納付月数であれば100％掛金を返却

いたします。

　企業経営には、さまざまなリスクが潜んでいます。現在の

取引先のリスク管理や、将来の取引先のリスク管理を考え

ることも重要です。経営者はそのリスク回避のために、あら

ゆる手を尽くすのが責務といえるでしょう。また、自社の発

展のために経営革新（新しい事業の立ち上げや販路開拓等）

を積極的に行うことはとても重要ですが、それだけリスク

も伴います。リスクマネジメントの手段

として『経営セーフティ共済』を賢く利用

することをご検討ください。

　なお、制度の運営は、独立行政法人中小

企業基盤整備機構が行っています。

経営セーフティ共済（中小企業倒産防止共済制度）のご案内　

問合せ　経営支援課

　ステータスが上がれば上がるほど、さまざまなシーンでの

振る舞いであなたの人となりを測ろうとする周囲の視線に

さらされます。人は見ていないようで、実によく見ています。

　その振る舞いの一つに「お金の使い方」があります。つい先

日、ある起業家同士の会話が耳に入りました。「成功したらあ

の人みたいになりたい」とか「あんな人にだけはなりたくな

い」といった内容で、さらに耳を立てると「会食の後のスマー

トな支払い方」や「プレゼントに添えられた丁寧なお手紙に

ビックリした」という内容でした。「心遣いがある」や「さりげ

なくてカッコいい」「粋だよね」という好評価の一方で、「あの

人はケチだ」「お金に汚い」「セコイ」など、散々な言われ方を

されてしまうのですから、「お金の使い方」は侮れません。

　ある企業の経営者さんが「従業員への教育研修は費用だけ

れど、スキルアップした従業員は資産に計上したいぐらいだ

よ」と話されたことがありました。さすが黒字経営の社長は

考え方が違うなと感心したもの

です。人の存在に重きを置き、従

業員を大切にしている証拠だと

思います。

　よく一流の人は人にお金を使

うといわれます。金一封を渡した

りプレゼントをしたり、というこ

とではなく、人との交流が生まれ

るようなお金の使い方です。

　仕事で成果を出すような人は、

「人の動かし方」を心得ています。立場や命令だけで人は動か

ないことを知っています。自分自身を決して過信せず、それ

が謙虚な姿勢と受け取られるため、「あなたのためなら喜ん

で」と相手が快く動いてくれるのです。結果、周りの人の力を

追い風にして前に進んでいけるのです。

　部下が良い仕事をした時や競合に勝って受注した時など

のタイミングで「今日は私のおごりで、みんなで飲みに行こ

う」と誘うと、日頃から気に掛けていることを伝える絶好の

機会となります。ただ、上司とのお酒の場は従業員にとって

気疲れするもの。それを察して早目に切り上げることも。「ご

家族で食べて」と帰り際にお土産を渡す心憎い社長さんもい

ます。さらに、出張に行った際のお土産や話題のお菓子など、

女性社員が喜びそうなスイーツをたまに持ち帰るだけでも

社内の雰囲気が明るくなります。 

　最後に。会食の日は、お財布に新札を入れておきましょ

う。日本では昔から、お稽古事のお月謝は新札で準備し、ご

祝儀やお年玉など「ハレの日」に新札を使います。一流とさ

れるお店などでも必ず新札のお釣りを渡されます。ピンと

した皺のないお札は、受け取る側にとっても実に気持ちの

いいものです。 

　間違っても猫背になりながらポケットや財布からひねり

出したくしゃくしゃのお札を出さないように。同じお金であ

っても相手に与える印象は随分違います。 スマートでカッ

コいい、生きたお金の使い方をしたいものです。

「お金の使い方マナー」「お金の使い方マナー」 人財育成コンサルタント 美月　あきこ


